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IoTデバイス間の通信におけるアクセスポイントと
クライアントの送信出力を変更することによる省電力化

北川 翔也1 山本 真也1 串田 高幸1

概要：Internet of Things (IoT) は, 農業分野で利用され, IoT デバイスが農園に設置されている. デバイ
スが土壌の温度, 水分量, 水素イオン指数 (pH) や気温, 光量などの環境データを継続的に取得している.

農業で使用される IoTデバイスはバッテリー駆動で運用されるため, 省電力化が重要な課題である. 本稿
では, IoTデバイス間の通信におけるアクセスポイント (AP)とクライアント (STA)の送信出力を変更す
ることで, 省電力化を図る手法を提案した. 基礎実験では, 送信出力の変更による通信が可能な距離やパ
ケットロス率の変動を評価した. その結果, RSSI が-90[dBm] を下回ると通信が行えなくなり, パケット
ロスは発生しなかった. また, 評価実験では, APと STAの通信距離を 50[m]と 100[m]離して実験を行っ
た. 送信出力を最大の 21[dBm]にした場合と, 提案手法に基づいて送信出力を変更した場合の消費電力を
比較した. その結果, APの削減電力量は 50[m]では 21[dBm]で 421.24[mW]から 2[dBm]の 415.77[mW]

になり, 約 5.47[mW]削減された. 削減率は約 1.29％であった. 100[m]では 21[dBm]の 421.24[mW]から
15[dBm]の約 416.39[mW]で約 4.85[mW]になり, 削減率は約 1.15％であった. STAの削減電力量は 50[m]

で, 21[dBm] の約 180.51[mW] から 2[dBm] の約 192.54[mW] となり, 約 12.03[mW] 増加し, 削減率は約
6.66％増加した. 100[m]では 21[dBm]の約 180.51[mW]から 15[dBm]の 192.19[mW]となり約 11.68[mW]

増加し, 約 6.47％増加した.

1. はじめに
背景
Internet of Things(IoT)は，スマートホーム，スマート

交通管理，スマートシティ，農業の分野で広く使用されて
いる [1]. 農業分野では IoTデバイスが農園に設置され，土
壌の温度，水分量，水素イオン指数 (pH)，気温，光量と
いった環境データを継続的に取得している [2,3]. 取得され
たデータはクラウドサーバーに送られ，リアルタイムで評
価されている [4]. 評価されたデータにより，農家は農作
物の生育状況を容易に把握できるようになっている.この
結果，必要な水分量や肥料の量を正確に調整できるように
なり，過剰な水や肥料の使用が抑えられ，余分なコストや
環境への負担が減少している. しかし，IoTデバイスや通
信ネットワークにおけるセキュリティの確保，個人情報や
データの取り扱いに関するプライバシー保護，そして安定
した電力供給が必要とされる課題がある. また，農業に使
用されている IoTデバイスはバッテリー駆動で運用されて
いる [5]. バッテリー運用に伴い，長期運用を実現するた
め，省電力化が求められる.
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IoTデバイスの省電力化を実現する手法の一つとして，
送信出力の調整が挙げられる. IoTデバイス同士の通信品
質を評価する際には，Received Signal Strength Indicator

（RSSI）がよく使用される [6]. RSSIは，受信機が取得し
た信号の強度を測定する指標であり，通信性能の評価にお
いて重要な役割を果たす [7]. その他の省電力化を実現する
手法としては, Wireless Sensor Network(WSN) を適用し
たルーティングやトポロジー制御，環境モニタリングがあ
る. この手法にも距離推定で RSSIが使用される [8]. 利点
として，低消費電力がある [8]. 送信出力を高めると，送信
先ノードに届く信号が強まり，それに伴い RSSI値も上昇
する. 一方で，送信出力を低下させると，送信先ノードに
届く信号は弱まり，RSSI値も減少する. この特性を活用す
ることで，送信出力を動的に制御する仕組みを構築するこ
とができる.

課題
課題は，IoTデバイス同士の通信において必要以上の送

信出力で通信することにある. アクセスポイント (AP)と
して機能する IoTデバイスとクライアント (STA)として
機能する IoTデバイスとの通信において，最も遠い STA

に送信出力を合わせて設定することにより，最も近い STA
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に対して過剰な送信出力が設定される. 過剰な送信出力
により，余分なエネルギー消費が生じ，IoTデバイスの稼
働時間が減少する問題がある. 具体的には，基礎実験よ
り RSSIの値が-90[dBm]を下回ると通信の接続が切れた.

また，通信中にパケットロスが発生することはなかった.

RSSIが-50[dBm]の場合，通信が途切れる-90[dBm]の値ま
で，RSSIの差が 40[dBm]あり，過剰な送信出力であると
いえる. 図 1に過剰な送信出力を行っている状態を示す.

この状態は，IoTデバイス同士の通信が一定距離で通信が
設計されていない環境では特に顕著である.

図 1 過剰な送信出力を行っている例

基礎実験
基礎実験では, 送信出力の変更による IoTデバイス間の

通信が可能な距離と RSSI値の変動, およびパケットロス
を調査した. 実験環境は東京工科大学八王子キャンパスの
総合グラウンドで実施した.

実験では，ESP32を 2台使用する. ESP32の 1台を AP

とし，もう 1台を STAに分けた. 測定する最大距離は 100m

とし，10mごとに距離を変えて RSSIとパケットロスを測
定した. 変更する送信出力は 2[dBm]，5[dBm]，10[dBm]，
15[dBm]，20[dBm]，21[dBm]である. 実験の手順を以下に
示す.

(1)最初の距離で RSSIを測定.

AP側と STA側の ESP32を 10[m]離し，RSSIを 100回
記録する.

(2)距離を 20[m]に変更し，RSSIを測定.

AP側と STA側の ESP32の距離を 20メートルに設定
し，RSSIを 100回記録する.

(3)距離を段階的に増加させて測定.

同様に，距離を 30[m]，40[m]と増やしていき，最大距離
の 100[m]地点まで RSSIを 100回ずつ記録する.

(4)送信出力を変更.

100メートル地点での測定が完了した後，ESP32の送信
出力を次の設定値（例：20[dBm]）に変更する. (5)再度測

定を繰り返す.

手順 1から手順 3を再度繰り返し，異なる送信出力設定
での RSSIを測定する.

基礎実験の結果を図 2 に示す. 図??の横軸は距離を示

図 2 送信出力を変更したことによる RSSI の変動

している. 単位は [m]である. 縦軸は測定した RSSIの平
均値を示している. 単位は [dBm]である. 基礎実験から，
RSSI値が-90[dBm]より下回ると通信が不可能となること
が分かった. また，送信出力が 10[dBm]であるとき，80[m]

までしか通信ができず，5[dBm]の場合も 70[m]で通信が
できないことから，送信出力を下げていくことによって
通信可能な距離が短くなっていることがわかる. 今回の
基礎実験ではパケットロス率を測定していたが，パケッ
トロスが発生することはなかった. これからのことから，
RSSIが-90[dBm]を下回らなければ，データの欠損がなく，
通信が行えることがわかる. また, 通信距離が 50[m]まで
であれば送信出力が 2[dBm], 50[m]以上 70[m]までであれ
ば 5[dBm], 70[m]以上 80[m]まででは 10[dBm], 80[m]以上
100[m]では 15[dBm]が通信が可能であり, 最小限の送信出
力であることが分かった.

各章の概要
第 2章では関連研究について説明する. 第 3章では本稿

における提案について説明する. 第 4章では提案手法の実
装について説明する. 第 5章では提案手法をもとに実験を
し，評価する. 第 6章では本稿の提案手法について議論を
行う. 第 7章では本稿のまとめを行う.

2. 関連研究
ボディエリアネットワーク (BAN)用の新しい送信電力
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制御プロトコとして，RL-TPC プロトコルを提案してい
る [9]. ボディエリアネットワークに使用されるセンサー
は，血圧，心拍，ECG，筋電といったの人間のバイタル
サインを継続的に監視する. この研究では，RSSIと LQI

（リンク品質インジケータ）をもとに送信電力を調整する
ことで，干渉や信号減衰に対応することを目的としている.

RL-TPCは干渉を検出した際に使用するチャネルを変更す
ることで干渉を回避する. この研究ではボディエリアネッ
トワーク (BAN)は 5m以内を想定されており, 本稿で想定
されるユースケースには適していない.

Wireless Sensor Network(WSN) においての省電力化の
手法として，Proportional Integral Derivative (PID) をも
ちいた動的な送信出力の制御を提案している [10]. この研
究では，リンク品質を損なうことなくエネルギー消費を削
減することを目的としている. また，PIDメカニズムを使
用して SSIと LQIを制御している. PIDを使用すること
で，電波干渉による RSSIの急激な変動に適応しつつ，リ
ンク状態を安定させることが可能となっている. しかし，
この研究はシミュレーションと屋内実験のみで実施されて
おり，本稿で想定される農業におけるユースケースに適し
た環境での実験は行われていない.

屋外インフラ向けの IoT 無線通信規格としてWireless

Smart Ubiquitous Network Field Area Network(Wi-SUN

FAN) が注目されている [11]. ネットワーク内で各ノード
は親ノードを選択し，データを複数ホップでルートノー
ド（境界ルーター）に送信する. ルーティングプロトコ
ルの一種である RPL を使用している. 提案された方法
では，各ノードが親ノードからのリモート受信信号強度
（RSLremote）に基づいて，送信電力を調整している. 目標
RSL（RSLtarget）を設定し，通信が成功するために最小
の送信電力を選択することで，電力消費を最小化すること
を目指している.このアプローチは大規模ネットワークの
場合，ノードがリモート RSLや目標 RSLを計算して送信
電力を調整する際に計算負荷が大きくなる. リソースが限
られたデバイスの場合，計算負荷により，オーバーヘッド
を引き起こす.

3. 提案
本稿の提案の目的は，APと STAの送信出力を RSSIを

もとに変更することで，省電力化を目指すことである. 図
3に提案手法の概要を示す.

本稿の提案は通信確立フェーズと AP＆ STAフェーズ
で分けられている.通信確立フェーズでは, APが STAから
のデータを受信する役割を担い, STAは APにデータを送
信する. 基礎実験から RSSIが-90[dBm]を下回ると通信が
できない. AP＆ STAフェーズでは一度通信を行う. 通信
が可能の場合は，取得した RSSI値から RSSIが-80[dBm]

になるように送信出力を決め，設定を変更する. 変更時に

図 3 提案手法概要図

は通信が不可能になる-90[dBm]からマージンを確保する
ため, RSSIが-80[dBm]になるように送信出力を変更する.

提案方式
本稿の提案に使う送信出力は 2[dBm], 5[dBm], 10[dBm],

15[dBm], 20[dBm], 21[dBm]であり, 2[dBm]と 21[dBm]は
本稿で使用する ESP32の最小と最大の送信出力であり, 他
の送信出力は 5[dBm]ごとに刻んでいる. 通信確立フェー
ズでは IoTデバイス間通信を行えるようにし, AP＆ STA

フェーズでは送信出力を-80[dBm]を目指して送信出力を
変更する. 具体的には初期の送信出力を最大の 21[dBm]

にする. 通信を行い, RSSIを取得する. 取得した RSSIか
ら-80[dBm]を目指して送信出力を変更する. 変更した送信
出力で通信を行い, 通信が切断されるまで送信出力を下げ
ていく. 通信ができなかった送信出力よりも高い送信出力
をデバイスに設定する.

通信確立フェーズ
通信確立フェーズでは，以下の手順で通信が設定される.

(1)APモードと STAモードの起動
AP側は STA側との通信が確立されるまで待機する. STA

側は送信出力は最大出力の 21[dBm]で設定を行う.

(2)通信確認
AP と STA の通信が成功したかを確認するため，AP は
STAにデータを送信する. STA側がデータを受信した時点
で，通信が確立したとする.

AP＆ STAフェーズ
通信が確立した後，AP＆ STAフェーズに移行する. こ

のフェーズでは，デバイス間の通信における送信出力を変
更し，消費電力を削減することを目指す.

APと STAの送信出力はともに最大である 21[dBm]と
する.

(1)STAの送信出力の変更
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1度，APから STAに通信を行い，RSSIを測定する. 測定
した RSSIをもとに送信出力を低下させる. 低下させた送
信出力で通信が可能であった場合, さらに送信出力下げる.

通信が不可能になるまで繰り返し送信出力を下げ, 通信が
不可能になった送信出力の一段階上の送信出力を STAに
設定する.

(2)APの送信出力の変更
STAで決定した送信出力の値を APに送信する. APは送
信出力を STAから受信した送信出力の値に変更する.

ユースケース・シナリオ
IoTデバイスを活用して，農作物に関連する環境データ

を収集する. 環境データにより，土壌の水分状態を把握す
ることが容易となり，水の無駄遣いを防ぐことが期待され
ている. また，収集した様々なデータを分析し，収穫量を予
測することが農業分野において期待されている [12]. 本稿
では，農地のモニタリングへの応用を前提としている. 農
地のモニタリングでは，土壌の温度，土壌の水分量，土壌
の pH，気温，光量の環境データを収集している. なお，電
波干渉や障害物の影響，および IoTデバイスはバッテリー
駆動で運用されていることとする. 図 4はユースケースシ
ナリオである.

図 4 ユースケースシナリオ

4. 実装
IoTデバイスには ESP32を使用し，IoTデバイスのソフ

トウェアはMicroPythonで実装する. ESP32同士の通信
ではソケット通信をもちいる. 送信出力は 2[dBm], 5[dBm],

10[dBm], 15[dBm], 20[dBm], 21[dBm]である. 図 5に通信
確立フェーズの概要を示す. APは APモードを起動し, ア
ドレスとポートの初期設定を行う. また, STAの接続要求

があるまで APモードを起動した状態で待機する. STAは
STAモードを起動し, アドレスとポートの初期設定を行う.

このとき, APと同様の値にしなければならない. 送信出力
の初期設定では最大出力である 21[dBm]とする. 初期設定
後に APに対し接続要求を送信する.

図 5 通信確立フェーズの概要図

図 6に AP＆ STAフェーズの概要を示す. APは STA

に対し RSSIを送信し, STAから送信出力を受信するまで
待機する. STAでは APから RSSIを受信し, 評価する. 評
価した RSSIをもとに送信出力を変更する.

図 6 AP ＆ STA フェーズの概要図

5. 評価実験
送信出力を提案方式に変えた場合の消費電力と送信出力

を最大にした場合の消費電力を測定し比較を行う.

実験環境
図 7 に実験環境の概要を示す. 実験では IoT デバイス

は ESP32を使用し, 消費電力を測定するために, シャント
抵抗をもちいて電流と電圧を測ることができるセンサーモ
ジュールの INA219を使用する. MicroPythonをもちいて
実装している. 測定場所は東京工科大学の総合グラウンド
である. 実験距離はAPと STAのデバイス距離が 50[m]離
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図 7 実験環境の概要図

れた場合と 100[m]離れた場合で行った. 提案手法で設定し
た送信出力で通信を 1[s]に 1パケット送信し, 60[s]間消費
電力を測定した. また, 送信出力が最大である 21[dBm]に
設定した場合の消費電力も同様の方法で測定した.

実験結果と分析
APの消費電力
APの消費電力は図 8に示す. 縦軸は消費電力 [mW]で

あり, 横軸は経過時間 [s]を示している. APの消費電力を

図 8 AP の消費電力

送信出力ごとに平均を出した. 2[dBm]では約 415.77[mW],

15[dBm]では約 416.39[mW], 21[dBm]では約 421.24[mW]

であった. この平均値から送信出力を上げると消費電力が
増加することがわかった. また, 提案手法によって削減した
電力量は 50[m]では, 21[dBm]の 421.24[mW]から 2[dBm]

の 415.77[mW]になり, 約 5.47[mW]削減された. 削減率は

約 1.29 ％であった. 100[m] では 21[dBm] の 421.24[mW]

から 15[dBm]の約 416.39[mW]で約 4.85[dBm]になり, 削
減率は約 1.15％であった. 評価実験において発生したスパ
イクは使用した ESP32の回路における設計の特性や, 製造
時のばらつきが原因であると考えられる.

STAの消費電力
STAの消費電力は図 9に示す.縦軸は消費電力 [mW]で

あり, 横軸は経過時間 [s]を示している.

図 9 STA の消費電力

STA の平均値は 2[dBm] では約 192.54[mW], 15[dBm]

では約 192.19[mW], 21[dBm] では約 180.51[mW] であっ
た. また, 提案手法によって,削減した電力量は 50[m]では,

21[dBm] の約 180.51[mW] から 2[dBm] の約 192.54[mW]

となり, 約 12.03[dBm] 増加し, 削減率は約 6.66％増加し
た. 100[m] では 21[dBm] の約 180.51[mW] から 15[dBm]

の 192.19[mW]となり約 11.68[dBm]増加し, 約 6.47％増
加した. 各送信出力でスパイクが確認された. 図 10に STA

を起動していない状態で計測した消費電力を示す. 図 9で

図 10 STA を起動していない時の消費電力

起きていたスパイクは確認されなかった. 図 10の結果よ
り, STAの起動によってスパイクが生じることが分かる.
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STAを起動中にデータの送信やWi-Fiのスキャンが行わ
れていることが原因である. また, APの消費電力は送信出
力を増やすことで増加したが, STAの消費電力は APのよ
うに増加はしなかった.

図 11 は STA の消費電力が送信出力の増加に伴って増
えなかった原因を調べるために STAの消費電力を 600秒
間測定した. 図 11より, 平均の消費電力は 2[dBm]では約

図 11 600 秒間の STA の消費電力

179.48[mW]で, 15[dBm]では約 183.98[mW]で, 21[dBm]

では約 179.29[mW]であった. また, 各送信出力のスパイク
の発生回数は 2[dBm]で 31回, 15[dBm]で 44回, 21[dBm]

で 32回計測された. 結果より, STAの消費電力が送信出力
の増加に伴って増えなかった原因は, スパイクの発生回数
によって平均の消費電力が増加するためである.

STAとAPの平均消費電力を送信出力, 2[dBm], 5[dBm],

10[dBm], 15[dBm], 20[dBm] ,21[dBm] ごとに測定し求め
た. STA の送信出力ごとの平均消費電力を表 1 に示
す. その結果, 2[dBm] では約 192.54[mW], 5[dBm] では
約 178.51[mW], 10[dBm]では約 192.03[mW], 15[dBm]で
は約 192.19[mW], 20[dBm] では約 184.44[mW], 21[dBm]

では約 180.51[mW] であった. STAの平均消費電力から,

送信出力を上げることによる消費電力の増加は見られな
かった. AP の送信出力ごとの平均消費電力を表 2 に示

送信出力 [dBm] 2 5 10 15 20 21

消費電力 [mW] 192.54 178.51 192.03 192.19 184.44 180.51

表 1 STA の平均消費電力

す. その結果, 2[dBm] では約 415.77[mW], 5[dBm] では
418.23約 [mW], 10[dBm]では約 417.01[mW], 15[dBm]で
は約 416.39[mW], 20[dBm] では約 418.41[mW], 21[dBm]

では約 421.24[mW]であった. APの平均消費電力から送
信出力を上げることによる消費電力の増加がみられた.

送信出力 [dBm] 2 5 10 15 20 21

消費電力 [mW] 415.77 418.23 417.01 416.39 418.41 421.24

表 2 AP の平均消費電力

6. 議論
本稿では，前提として障害物が存在しない環境を想定し

たが，これは実際のユースケースを十分に反映したものと
はいえない. また，送信出力を調整する基準として RSSI

のみをもちいたが，RSSIは測定のばらつきや環境の影響
を受けやすいという課題がある. このため，RSSIのみを
基準にした送信出力の調整では，通信の評価や制御の信頼
性が十分に確保できない場合がある. 今後の課題として，
RSSIに加えてリンク品質指標（LQI）やパケット受信率
（PRR）の指標をRSSIと組み合わせることで，ばらつきや
環境の影響を受けずらい評価ができると考える. また，実
際のユースケースを考慮した障害物を含む環境での評価が
求められる.

7. おわりに
本稿では, APと STAの送信出力を RSSIをもとに変更

した. 基礎実験から RSSIが-90[dBm]を下回ると通信がで
きないことがわかった. 送信出力を変更のする際はマージ
ンを取るために RSSIが-80[dBm]になようにした. また,

通信距離が 50[m]までであれば送信出力が 2[dBm], 50[m]

以上 70[m]までであれば 5[dBm], 70[m]以上 80[m]までで
は 10[dBm], 80[m]以上 100[m]では 15[dBm]が通信が可能
であり, 最小限の送信出力であることが分かった. 評価実験
では 50[m], 100[m]で APと STAの通信を行い, 送信出力
を最大である 21[dBm]にした場合の通信と送信出力を変更
した場合の通信を行い, 消費電力の比較を行った. 実験の
結果, APの消費電力は, 50[m]では 5.47[mW]の削減が確
認され, 100[m]では 4.85[mW]の削減ができた. 一方, STA

の消費電力については, 50[m]で 12.03[mW]増加し, 100[m]

では 11.68[mW]増加した. データの送信やWi-Fiのスキャ
ンが重なったことにより消費電力が削減できなかった.
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